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地域の森林をどのようにするかの意思決定は，災害発生リスク，木材生産性など様々な判断要素を揃えて，その

地域にかかわる人々が情報を共有し，納得したうえで行われることが望ましい。本研究では，地域の意思決定の判

断材料となりうる個別要素として，山地災害リスクを可視化する手法の開発を目的とし，既存の CS 立体図の改良

と，地形の複雑さを定量化する新たな指標として SHC の開発を行った。 

CS 立体図については，従来方法の欠点であった，市町村ごとの色調の違いや図郭端部のノイズを解消した。また，

タイル形式で配信することで，汎用性を向上させた。また，AI 解析による CS 立体図からの路網自動判読において

も連続性のあるデータを作成することができた。SHC 図については，その作成方法を確立するとともに，実際の災

害発生地における検証と，過去の森林整備事業実施地との照合から，現地での適用性を検証した。 
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1 はじめに 

森林には土砂崩壊や土砂流出を防止するなど

の公益的機能が期待されている。人工林において

は間伐などの保育作業を適切に行い健全な森林・

立木を維持することで，これらの公益的機能が充

実することを前提としている。一方で，近年の気

候変動に伴う豪雨の増大等により山腹崩壊や土石

流などの山地災害の増加が懸念されている。主伐

期を迎えた森林においては，伐出作業による斜面

の不安定化と，伐採により一時的に立木がなくな

ることで，山地災害リスクが高くなることが懸念

される。 

山地災害リスクの低減と林業経営を両立させ

るためには２つの方法がある。１つ目は，山地災

害リスクが高い場所を把握し，これらを避けて木

材生産林をゾーニングするという方法である。も

う１つは，路網開設や伐採搬出等の作業方法を改

良・変更することで，斜面の不安定化に与える影

響を小さくすることである。これらの２つの方法

は，択一的なものではなく，両者を統合して行う

べきものである。いずれの方法においても，地形

地質や過去の災害履歴等から，その場所の災害発

生リスクを把握することが重要である 1)。 

また，最終的に地域の森林をどのようにするか

の意思決定は，災害発生リスク，木材生産性，法

的規制，地域の歴史など様々な判断材料を揃えて，

森林所有者，地域住民，行政，林業事業体など，

その地域にかかわる人々が情報を共有し，納得し

たうえで行われることが望ましい。 

本研究では，地域の意思決定の判断材料となり

うる個別要素として，災害リスクを可視化する手

法の開発を目的とする。 

なお，本研究は農林水産省委託プロジェクト研

究「山地災害リスクを低減する技術の開発」（2016

～2020年度）により（国研）森林総合研究所等と

共同で実施した。 

 

2  地形判読を容易にする CS立体図の改良 

2.1 目的 

 その場所の崩壊危険度を示す重要な指標として

地形の傾斜がある。傾斜が急な場所ほど崩壊発生

の危険性が高いことは明らかである。しかし，同

じ傾斜の場所であっても，地すべりブロックの中

と外では崩壊危険度が異なるように，定性的な地

形種の判読も山地災害リスクを把握するうえでは

重要である。既往の研究成果では，地すべりや０

次谷などの地形種の判読を容易にするために CS

立体図 2)を開発し，県内の民有林全域において CS

立体図を作成して公開した。しかし，現在公開中

の CS立体図は市町村毎に作成したため，市町村毎

に色調が異なることや，図郭端部に筋状のノイズ

が生じる等の欠点があった。また，GIS ソフトを

用いて手動で CS立体図を作成するには，ある程度

のソフトウェア操作知識と長時間の処理時間が必

要であった。その後，CSMapMaker for ArcGIS（（国

研）森林総合研究所 大丸裕武氏）や，CSMapMaker 

for QGIS（㈱MIERUNE朝日孝輔氏）の開発により，

作成手順が自動化されたため，作成作業はある程

度容易になったものの，これらの欠点はなお残っ

た。さらに，公開している画像ファイルを扱うた

めには GISソフト等が必要であるため，森林技術

者への現場普及には限界があった。そこで，これ

らの欠点を改善した統一規格のシームレス CS 立

体図を作成し，GIS の知識が無い利用者もスマー

トフォンアプリなどで表示できる xyzタイル形式

ファイルでの公開を行った。 

また，新たに作成したシームレス CS 立体図を

使用して，AI解析による森林路網線形の自動抽出
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を行った。森林のゾーニングを行う際には，路網

からの距離は木材生産性にも直結する重要な要素

であるが，樹木下の路網線形は空中写真からの判

読が難しく，地形図に正確な位置が掲載されてい

ないことがある。また，森林作業道等の低規格道

路は線形自体が把握されていない場合も多い。CS

立体図を用いると，人間の目視判読により路網線

形を認識することはできる。しかし，GIS データ

として扱うためにはマウスを使って路網線形をト

レースする必要があり，全県分の作業には膨大な

時間を要する。そこで，図郭線等のノイズがなく，

全県が同じ色調で彩色されているシームレス CS

立体図を使って，AI解析による路網線形の抽出を

試みた。 

 

2.2 方法 

 CS 立体図の作成には，Safe Software 社 （カ

ナダ）のデータ変換ツールである FMEを使用し，

共同研究者である Pacific Spatial Solutions 

（株）の協力により作成手順の自動化を行った。

カラーパレットやレイヤ透過率等の作成パラメー

タは従来の設定通りとし，起伏の小さい斜面での

判読性を向上させるためにコントラストをやや強

く設定した。図郭端のノイズを無くすために，近

傍８図郭を同時に処理し，中心図郭のみを切り取

って使用した。以上の手順で作成した CS立体図を

シームレス CS立体図と呼ぶ。 

完成したシームレス CS 立体図を用いて，全県

民有林の範囲において，AI解析による林内路網線

形の自動抽出を行った。AI解析は共同研究者であ

る（株）ノーザンシステムサービスが行った。 

 

2.3 結果 

作成した全県民有林のシームレス CS 立体図を

宮崎県のひなた GIS に表示して図 2-1 に示した。

左上の QR コードから同サイトにアクセスが可能

である。シームレス CS立体図は，市町村間の色調

の違いや，図郭端部のノイズが解消された（図

2-2）。また，データ変換処理に特化したツールで

ある FME を使用したことで作成にかかる処理時間

が大幅に短縮され，従来の手動による方法では数

か月かかった長野県全域の作成が 24 時間程度で

実施できた。作成した全県域の CS 立体図は xyz

タイル形式に変換し， G 空間情報センター

（https://www.geospatial.jp/ckan/dataset/nag

ano-csmap）から公開した。公開した xyzタイル形

式ファイルは，ArcGIS，QGISやひなた GIS等の XYZ

タイル形式に対応した GISソフトや，スマートフ

ォン用の地図アプリでも背景図として設定可能な

ものがあり，GIS の知識が無くても利用すること

ができる。 

AI 解析により作成した全県の森林路網図の一

部拡大図を図 2-3に示した。シームレス CS立体図

では，市町村による色調の違いや図郭端部のノイ

ズが無いため，AI解析においても連続性のあるデ

ータを作成することができた。しかし，抽出した

ラインデータには，尾根谷線や地すべりクラック

等を路網と誤判読したデータも含まれている可能

性があるため，今後，人間の目視判読により確認

作業を行ったうえで公開する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 シームレス CS立体図 

左上の QRコードからアクセス可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 従来の CS立体図（上）と 

   シームレス CS立体図（下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 AI解析により自動抽出した路網線形 

 

3  地形の複雑さを定量化する新たな指標（SHC）

3.1 目的 

地形の定性的な判読性を向上させるために CS

立体図を開発したが，ゾーニングを行う際には，

地形種の判読と傾斜に加えて，地形の複雑さを表

す定量指標も必要になると考え，新たな地形量と

して SHC を考案した。SHC とは，平面曲率の標準

偏差（Standard deviation of Horizontal 

 Curvatureの略）で，間接的に尾根谷の密度と深

さを表す。過去に崩壊が多発した場所では，谷密

度が高くなり，SHCも高い値になる。SHCの概念を

図 3-1に示す。同一面積で傾斜が等しく（等高線

の数が同じ），斜面形状が異なる４つの斜面を想定

する。谷型斜面での平面曲率を負の値とすると，

尾根型斜面では正の値となり，直線斜面では０に

となる。一方，尾根と谷が混在する波型斜面では，

平面曲率の値は，正と負の値が混在することにな

る。そこで，一定範囲内の平面曲率の標準偏差（も

しくは分散）を計算すると，波型斜面だけが大き

な値をとることになり，他の斜面形状と区別する

ことができる。地質が脆弱で，過去の豪雨などに

より面的に侵食が激しい場所では，波型の地形を

呈していることから，SHC の高い場所は，崩壊跡

地形の密度が高い場所と一致することが推測でき

る。本章では，SHC 図の作成方法を確立し，作成

した SHC図の現場での適用性について検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 SHCの概念図 

 

3.2 方法 

SHCは，DEM（Digital Elevation Model，以下

DEM）を基に GISソフトで作成することができる。

本研究では，県森林づくり推進課治山係が所有す

る航空レーザー測量成果の DEMを用いた。航空レ

ーザー計測は2014年から2015年に実施しており，

民有林全域の 0.5ｍメッシュ DEM が存在する。解

析ソフトには esriジャパン(株)社製 ArcGIS10を

使用した。 

 以下に ArcGIS10の使用を想定して，SHC図を作

成する手順の概要を記載する。 

①  DEMの準備 

DEM の解像度は問わないが，以降の手順は，1m

メッシュの DEM（GeoTiff形式）の使用を想定する。

例えば，XYZ テキスト形式で納品された航空レー
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図 2-2 従来の CS立体図（上）と 

   シームレス CS立体図（下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 AI解析により自動抽出した路網線形 

 

3  地形の複雑さを定量化する新たな指標（SHC）

3.1 目的 

地形の定性的な判読性を向上させるために CS

立体図を開発したが，ゾーニングを行う際には，

地形種の判読と傾斜に加えて，地形の複雑さを表

す定量指標も必要になると考え，新たな地形量と
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さを表す。過去に崩壊が多発した場所では，谷密
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図 3-1に示す。同一面積で傾斜が等しく（等高線

の数が同じ），斜面形状が異なる４つの斜面を想定
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尾根型斜面では正の値となり，直線斜面では０に

となる。一方，尾根と谷が混在する波型斜面では，

平面曲率の値は，正と負の値が混在することにな

る。そこで，一定範囲内の平面曲率の標準偏差（も

しくは分散）を計算すると，波型斜面だけが大き

な値をとることになり，他の斜面形状と区別する

ことができる。地質が脆弱で，過去の豪雨などに

より面的に侵食が激しい場所では，波型の地形を

呈していることから，SHC の高い場所は，崩壊跡

地形の密度が高い場所と一致することが推測でき

る。本章では，SHC 図の作成方法を確立し，作成

した SHC図の現場での適用性について検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 SHCの概念図 

 

3.2 方法 

SHCは，DEM（Digital Elevation Model，以下

DEM）を基に GISソフトで作成することができる。

本研究では，県森林づくり推進課治山係が所有す

る航空レーザー測量成果の DEMを用いた。航空レ

ーザー計測は2014年から2015年に実施しており，

民有林全域の 0.5ｍメッシュ DEM が存在する。解

析ソフトには esriジャパン(株)社製 ArcGIS10を

使用した。 

 以下に ArcGIS10の使用を想定して，SHC図を作

成する手順の概要を記載する。 

①  DEMの準備 

DEM の解像度は問わないが，以降の手順は，1m

メッシュの DEM（GeoTiff形式）の使用を想定する。

例えば，XYZ テキスト形式で納品された航空レー
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ザー測量データは，下記の手順で GeoTiff形式に

変換する。 

ArcGIS10 でのコマンド：XYデータの追加，ポイ

ント→ラスタ（Point to Raster），データのエク

スポート 

 

② Null 値（水部や計測範囲外に入力されている

特殊値）の穴埋め 

航空レーザー測量の成果品は，水部や計測範囲外

の標高値に-9999などの Null値が入れてあること

が多い。地形解析行う上では深い窪地として認識

されて計算に不都合なため，穴埋めを行う 

 ArcGIS10 でのコマンド：サーフェスの平滑化

（Fill） 

 

②  DEM の平滑化 

計測のノイズや微地形の影響を排除して 10～20

ｍの谷地形を検出するため，DEMの平滑化を行う。 

 ArcGIS10 でのコマンド：フォーカル統計（Focal 

Statistics）。近傍解析（オプション）はウェイト，

σ＝3.0 のガウシアンフィルタ（別途用意），統計

情報の種類（オプション）は MEAN 

 

③  平面曲率の計算 

等高線方向の曲率を計算する。  

ArcGIS10 でのコマンド：曲率（Curvature），出

力平面曲率ラスタ（オプション）にファイル名を

入力する 

 

④  標準偏差の計算 

中心セルから半径 100ｍ円内の平面曲率のばら

つきを計算する。 

 ArcGIS10 でのコマンド：フォーカル統計（Focal 

Statistics），近傍解析（オプション）は円形_100

ｍ，統計情報の種類（オプション）は STD 

 

⑤  シンボル設定（表示） 

水部やデータ端部などは過大な異常値となって

いるため，表示設定を適宜調整する。 

ArcGIS10 でのコマンド：レイヤのプロパティにて，

シンボル設定をストレッチタイプ（最小値 0.0，

最大値 1.0 など） 

 

作成した SHC 図と実際の災害発生位置との適合

性を検証するため，2019 年に発生した台風 19 号

災害直後の現地踏査結果を SHC図上に重ねて関連

性を精査した。また，林業現場における適合性を

検証するため，南佐久郡南相木村において南佐久

中部森林組合が 2011年度から 2018年度に実施し

た搬出間伐，皆伐，更新伐の事業実績地をマッピ

ングし，森林整備事業実施地の SHC値を参照した。

なお，森林組合の作業員からの聞き取りでは，各

事業実施地の作業性は概ね良好であったとのこと

である。さらに，崩壊危険地として，森林 GISデ

ータから土砂流出防備保安林と土砂崩壊防止保安

林を抽出し重ねて表示した。 

 

3.3 結果 

図 3-2から図 3-4に台風 19号災害の踏査結果

を SHC図上に記載して示した。SHCの値が高い場

所ほど濃い色で着色している。図 3-2では，面的

に斜面侵食が発生しており，その場所は周囲より

も SHCの値が高かった。図 3-3では斜面上部で発

生した崩壊が土石流化して流下しているが，発生

源となった斜面上部は周辺より SHCの値が高かっ

た。図 3-4では渓流全体が荒廃しているが，荒廃

渓流は周辺の渓流よりも SHCが高かった。他に，

崩壊の発生形態によっては，ピンポイントの湧水

型や地すべり型など，SHCの値とは関連が見られ

ないものもあったが，多くの被災箇所で SHCの値

が高い傾向が見られた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-2 面的に斜面侵食が発生 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 斜面上部で発生した崩壊が土石流化 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-4 荒廃した渓流 

 
図 3-5に，南相木村全域の SHC図に森林整備事

業実施地と保安林を重ねて示した。過去の森林整

備事業は，SHC 値が 0.3 以下の場所で多く行われ

ている傾向があった。搬出を伴う森林整備事業を

実施する場合には，傾斜に加えて尾根谷の起伏が

少ない場所の方が効率的に施業を実施できると推

測できる。このことから，SHC は崩壊発生危険地

の把握のみならず，効率的な伐採・搬出作業の適

地の把握にも適用できることが示唆された。また，

保安林指定地は概ね SHC値が 0.5より大きい場所

に分布していた。 

以上から，南相木村の解析結果による SHC図で

は，SHC≦0.3の場所を，安全で施業性の良い木材

生産候補地とし，SHC＞0.5の場所は，保安林の指

定の有無に関わらず，木材生産林不適として判断

した。南相木村では，上記に加えて，森林資源情

報と既設路網からの距離を勘案して，森林ゾーニ

ング図を作成し，2019年度からの市町村森林整備

計画に反映させた。 

 
4.おわりに 

本研究では，地域の意思決定の判断要素となり

うる個別要素として，既存の CS立体図の改良と，

新たな地形指標として尾根谷の密度を間接的に表

現する SHCの開発および検証を行った。 

CS立体図については，従来方法の欠点であった，

市町村ごとの色調の違いや図郭端部のノイズを解

消し，タイル形式で配信することで，汎用性を向

上させた。また，ノイズを除去したことで AI解析

においても連続性のあるデータを作成することが

できた。 

SHC 図については，作成方法を確立するととも

に，実際の災害発生地における検証と，過去の森

林整備事業実施地との照合から，現地での適応性

を検証した。 

地域の意思決定を行う際には，全ての関係者が

納得しやすいように，あらゆる情報を可視化し，

取り扱いやすいデータ形式で提供されることが望

ましい。本稿で紹介した，シームレス CS立体図と

SHC が，今後，多くの地域で意思決定のための判

断材料の一つとして活用されることを期待する。 
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図 3-5  南相木村全体の SHC図に森林施業実績と保安林を重ねて表示 

 

大規模災害時における迅速な被害調査方法の確立 
戸田堅一郎  

 
近年，西日本を中心に全国各地で大規模災害が発生している。災害発生後には，行政機関においては迅速

に被害状況を把握し，情報の集約と対策の検討が求められる。しかし，限られた人員の中では対応が難しい

場合もある。本研究では，人工衛星やドローン等を用いたリモートセンシング技術や高精度GNSS等の最新の

ICTを活用して，山地災害の発生状況を迅速に把握する技術の開発を行った。人工衛星データの解析では，大

まかな災害発生位置を把握することができた。ドローン写真の解析では，崩壊地内に立ち入ることなく崩壊

幅や斜面延長を計測することができた。高精度GNSSでは，概ね延長や面積計測に耐える精度であり，開空条

件下ではセンチメートル級精度の測位が可能であることが確認できた。リモートセンシング技術やICTは日進

月歩の発展を遂げているが，災害調査時には，用途や使用環境，求める精度により，用いる技術を選択する

ことが重要であると考える。 

キーワード：大規模災害，人工衛星データ，ドローン，高精度GNSS 

 
1 はじめに 

近年，西日本を中心に全国各地で大規模な山地

災害が発生している。長野県内においても，2006

年の岡谷市豪雨災害，2014年度の南木曽町土石流

災害，2016 年度飯山市融雪災害，2019 年台風 19

号災害などの豪雨災害に加えて，2011年栄村地震

災害，2014年の神城断層地震災害，同年の御嶽山

噴火など，大規模な災害が発生している。今後も，

地球温暖化に伴う極端な気象現象や突発的な大地

震等の発生により，大規模災害の発生頻度が高く

なることが懸念される。災害発生後には，行政機

関においては迅速に被害状況を把握し，情報の集

約と対策の検討が求められる。しかし，限られた

人員の中では対応が難しい場合もある。本研究で

は，人工衛星やドローン等を用いたリモートセン

シング技術や高精度GNSS等の最新のICTを活用し

て，山地災害の発生状況を迅速に把握する技術の

開発を行う。 

なお，本研究は県単課題「大規模災害時におけ

る迅速な被害調査方法の確立」（2018～2020年度），

技術協力「森林内の GNSS-RTKによる高精度測位の

検証と評価（㈱パスコ）」，および GOM専門部会の

活動として実施した。 

 

2  災害発生直後の初動調査におけるリモートセ

ンシング技術の活用 

2.1 目的 

 災害発生直後に広範囲に被災状況を把握する方

法の 1つに，人工衛星データの活用がある。近年

は，各国が運営する数多くの人工衛星があり，無

料で入手可能なデータもある。災害発生直後の晴

天日の光学衛星データを入手できれば，目視判読

でも災害発生位置を把握することができるほか，

災害発生前後のデータを比較することで，崩壊発

生位置を自動抽出できる可能性がある。 

また，現地調査においては，崩壊発生位置や規

模，土量等を迅速に把握する必要があるが，災害

発生直後に崩壊地内を踏査することは，２次災害

の危険性があるため，安全が確認できるまでは崩

壊地内への侵入は避けるべきである。そこで，ド

ローンの活用が有効な方法として期待できる。 

本章では，衛星画像解析とドローン写真解析に

より，それぞれ作成したデータを比較することで，

両手法の有効性について検討した。 

 

2.2 方法 

 解析対象地は，2018年７月６日の豪雨により発

生した，天龍村の林道虫川新野線における林道災

害とした。 

衛星画像解析は，無料で利用可能な WebGIS と

無料で入手できる光学人工衛星データを用いて，

崩壊箇所の検出が可能かを試みた。解析に用いた

WebGISは，GoogleEarthEngine（http://code. 

earthengine.google.com/）で，ブラウザ上でプロ

グラミングすることにより様々な解析を行うこと

ができる。人工衛星データには，欧州宇宙機関が

運用し，無料でデータを使用できる Sentinel-21)

を選定した。Sentinel-2 は，Red，Green，Blue，

NIR(近赤外線)による４バンドカラーの空間分解

能が 10mで，日本上空には約 10日に１回の周期で

飛来するため，災害発生後の直近の飛来日が晴天

であれば，迅速に崩壊地を観測できる可能性が高

い。プログラミングは，共同研究者である（国研）

森林総合研究所の大丸裕武氏の協力により，下記

のアルゴリズムで作成した。 
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